
様式１

（公益法人用）（公益法人用）（公益法人用）（公益法人用）

【対象決算年度：平成26年度】【対象決算年度：平成26年度】【対象決算年度：平成26年度】【対象決算年度：平成26年度】

１　団体の概要１　団体の概要１　団体の概要１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況２　団体の改革推進の状況２　団体の改革推進の状況２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

平成１６年度 県職員派遣の廃止 平成１６年３月 県職員派遣は廃止された

から 支所体制は、県職員の職免従事を廃止 平成１６年４月 １０支所を４事務所に統合し、県職員の職免従事

は廃止された

建設部（建設政策課）

県所管部局

(課)

自立的な運営

設立目的（寄付行為・定款上）

県内の建設事業の円滑かつ効率的な推進と技術の向上を図り、地域の振興発展に寄

与することを目的とする。

・建設技術事業（国、地方公共団体の行う建設事業の調査測量、積算及び施工監理の受託）

・人材育成・助成等事業（建設技術者の養成）

・積算システム提供事業（設計積算システムを市町村等へ提供）

具体的な事業内容

設立根拠 昭和４７年公益法人整備法

設立の沿革

昭和３９年、社団法人長野県建設コンサ

ルタント協会を設立

昭和４０年、財団法人長野県道路公社を

設立

昭和４４年、社団法人長野県建設コンサ

ルタント協会が解散し、職員が財団法人

長野県道路公社へ移籍

実　　施　　状　　況

改革基本方針

団 体 名

(所在地）

公益財団法人長野県建設技術センター

（長野市大字南長野字幅下６６７－６）

代表者 理事長　北村　勉

改革基本方針

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート

積算業務などの発注者補完業務を除く事業に 平成１６年度 県からの受託事業費（単位：千円）

ついての民間への発注促進 から H22 H23 H24 H25 H26

203,382 169,314 235,978 249,651 216,800

平成１７年度 土木部長の理事長就任を見直し、県の人的関与 平成１７年３月 土木部長の理事長就任（兼務）を見直し、県の人的

から の廃止 関与は廃止された

平成２０年度 自立的な運営の継続

から

平成２４年度 自立的な運営

から

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成26年度当初現在

経営計画等の策定状況

3常　　　勤

・積算システム提供事業（設計積算システムを市町村等へ提供）

・建設材料試験事業（６試験所において建設材料等の強度試験）

・積算・施工監理業務等の受託件数（件）　H24:121　H25:123  H26:146

・研修（回数／人数）　H24:25/895　H25:23/933  H26:21/828

・積算システム提供団体（団体）  H24:66　H25:65  H26:66

・コンクリート圧縮試験等本数（本）　H24:101.651　H25:99,084  H26:102,179

県出捐率

（％）

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

H24

昭和４７年、財団法人長野県道路公社の

技術部門が分離して、財団法人長野県建

設技術公社を設立

昭和４９年、財団法人長野県建設技術セ

ンターに名称変更

平成２４年、公益財団法人へ移行

250,000,000

うち県の出

捐額（円）

長野県出損金5,000,000円のうち4,000,000円を

基本財産へ充当・1.6％（1,000,000円を特定資産）

建設技術センター・246,000,000円・98.4％

4,000,000 1.6%

H23 H26

基本財産（円）

年　　　　度 H25

23 3

事業執行状況を示す主な指標

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員

監査等結果

61 3,195 45

＊次表は26年度の状況で、（　）内は25年度 （単位：千円、％）

3

(628,264) 事業費

1

34

36

職員の平均年収（千円）

0

補助金

0 0

34

現在検討中

情報公開要綱に基づき、県に準じて公開している。ホームページにも運営状況及び業務内容等を公表している。

役　員　数

0

常　　　勤

非　常　勤

0

常勤職員計

常　　　勤

692,276 (724,667)

1

県職員計（非常勤役員除く）

0

35

0

非　常　勤

41 40

38

3737

3334

691,476

役員平均年収（千円） 職員平均年齢

0

非常勤職員計

0

0
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職　員　数

0

6

0
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6 6 6

3 3

(0)

6,802

0

34

35

0

1

収

益

経常収益 (A)

役員平均年齢

経常費用 (B)

1

36

44

特記事項無し

41

(0)

団体の課題等

〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

公益事業比率 70.5 (70.7) 74.0 (74.3)

経常比率 102.7 (113.9) 642.5 (816.1)

人件費比率 39.4 (42.7) 101.4 (97.9)

管理費比率 1.3 (2.0) 78.1 (75.3)

10.1 (△9.8) 0.0 (0.0)

0.0 (0.0)

損失補償年度

末残高

0

正味財産比率

固定比率

流動比率

18,574

借入金依存率

(628,264) 事業費

(88,557) 交付金

(0)

(5,000)

(0)

0

0

負担金

貸付金

0

(0)

(249,651)

0

216,800

800

691,476

(96,403)

事業支出伸び率

出捐金

委託料

5,000

0

運営費

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

財

務

・

資

産

関

係

指

標

補助金等比率

固定長期適合率

益

等

状

況 当期損益

経常費用 (B)

経常損益 (A)-(B) (0)

(0)

・県からの受託業務にあっては積算を含むため競合状況にない。

・県からの指定機関として試験事業は実施されている。

・団体の自主的な運営に対する課題については改善を図った。

・新たな受託先の開拓や新分野への事業展開の検討を引き続き行

う必要がある。

・発注者支援機関としての市町村支援事業として、現在の積算・施

工監理業務に加え、平成27年度から道路施設点検業務を新たに

実施する。

・外郭団体の見直しにより｢県関与の廃止｣となり、平成16年度から

は県職員の派遣が廃止されるなど、着実に関与の廃止を進めてき

た。

・新たな市町村支援事業を実施するなど、より安定した継続的な自

立運営に向けた取り組みが図られているが、引き続き、新規顧客

の開拓や新分野への事業展開の実施に向けた検討が必要であ

る。

県

費

受

入

状

況

人件費関係費

用(再掲）

0 (0)

(0)



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度

経常増減の部

経常収益 (A) 705,946 724,667 692,276

うち基本財産運用益 3,450 3,613 2,428

うち受取会費

うち事業収益 685,396 674,061 670,040

うち受取補助金等

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 696,386 628,264 691,476

うち事業費 687,021 615,828 682,174

うち公益事業費 497,069 444,001 487,804

うち給料手当 276,417 265,062 269,208

うち管理費 9,365 12,436 9,303

うち役員報酬 802 1,395 1,030

うち給料手当 2,088 1,995 2,044

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) 9,560 96,403 800

経常外増減の部

経常外収益 (D) 5,733 0 22,104

経常外費用 (E) 84 7,846 4,330

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 5,649 △ 7,846 17,774

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 15,209 88,557 18,574

一般正味財産期首残高 (H) 1,374,331 1,389,540 1,478,097

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 1,389,540 1,478,097 1,496,671

受取補助金等

うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 5,000 5,000 5,000

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 5,000 5,000 5,000

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 15,209 88,557 18,574

正味財産期首残高 (N) 1,379,331 1,394,540 1,483,097

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 1,394,540 1,483,097 1,501,671

②　貸借対照表

平成24年度 平成25年度 平成26年度

流動資産 506,518 544,292 506,508

うち現金預金 202,924 258,603 203,201

固定資産 1,432,584 1,452,305 1,522,672

基本財産 250,000 250,000 250,000

うち土地

うち投資有価証券 250,000 250,000 250,000

特定財産 950,705 923,949 890,829

うち退職給与引当資産 449,705 422,949 389,829

うち減価償却引当資産 0 0

その他の固定資産 231,879 278,356 381,843

資産合計 1,939,102 1,996,597 2,029,180

流動負債 75,054 66,694 78,838

うち短期借入金

うち未払金 41,274 28,651 32,480

固定負債 469,508 446,806 448,671

うち長期借入金

うち退職給与引当金 448,605 422,643 390,257

負債合計 544,562 513,500 527,509

指定正味財産 5,000 5,000 5,000

うち基本財産への充当額 4,000 4,000 4,000

うち特定資産への充当額 1,000 1,000 1,000

一般正味財産 1,389,540 1,478,097 1,496,671

うち基本財産への充当額 246,000 246,000 246,000

うち特定資産への充当額 949,705 922,949 889,829

正味財産合計 1,394,540 1,483,097 1,501,671

負債及び正味財産合計 1,939,102 1,996,597 2,029,180

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：公益財団法人長野県建設技術センター
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